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ICT土工の普及に向けた課題について

1.　はじめに

国土交通省が推進する i-Constructionのうち，
測量から維持管理までのあらゆる建設生産プロセ
スにおいて ３ 次元データを活用していくという

「ICTの全面活用」が，トップランナー施策の一
つとされている。その具体的な取り組みとして，
平成28年 ４ 月からは直轄の土工工事において

「ICT活用工事」が相当程度行われている。本稿
では，ICT活用工事の実施状況をレビューし，
i-Constructionが期待する効果が得られたか，あ
るいは明らかになった課題について紹介する。

2.　ICT土工の現状

国土交通省直轄工事で行われているICT活用工

事の件数等（ １ 月20日時点）は表－ 1のとおりで
ある。ICT活用工事として公告文に何らかの措置
をした工事の他に，既発注工事など公告文での措
置をしていないが協議によりICT活用をしている
工事もあり，その合計件数は462件である。

一つの評価の考え方として，ICT活用で公告し
た工事の契約件数に対するICT活用件数の割合

（以下，活用率とする）は約50％である。情報化
施工として施策を進めていた平成26年度における
活用率（この場合は，1,000m3以上の土工事件数
に対する，MG/MCブルドーザまたはMGバック
ホウを活用した工事件数の割合）は10数％である
ことを考えると，急速に広まっていると言えるで
あろう。

一方，現時点で竣工しているICT活用工事は数
件しかなく，ICT活用工事の取り組みについての
評価は，多くの工事が竣工する年度末以降まで今
しばらく待たなければならないが，ICT活用工事
を通じてすでに効果が明らかになるとともに，い

表－ 1　ICT土工の実施件数（ 1月20日時点）

発注者指定 施工者希望Ⅰ 施工者希望Ⅱ 全体

ICT活用公告済かつ契約済件数 45 202 446 693

うちICT活用件数 45 149 152 346

協議によるICT活用件数
（ICT活用を謳わず契約した工事） － － － 116

活用率 100％ 74％ 34％ 50％
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くつかの問題点が指摘されているのも事実であ
る。ICT土工のすべてを表しているわけではない
ということを前提として，次章以降でその効果や
問題点について事例紹介したい。

3.　ICT土工の効果の事例

国土交通省ではICT活用工事における好事例を
まとめている。詳細は（http://www.mlit.go.jp/
common/001151289.pdf）を参照していただきた
いが，事例集からわかることを以下のとおり整理
した。

⑴　起工測量の時間短縮及び人工削減
・ ４ 日から0.5日に短縮するなど，事例により50

〜80％の時間短縮が図られている。
・従来 ３ 人体制が ２ 人体制で実施できるなど，人

工削減効果も認められる。

⑵  　丁張り設置にかかる人工削減及び安全性の向
上

・ ２ 人で1.5日/週拘束されていた測量・丁張り作
業が不要になり，若手社員の教育の時間が確保
できた。

・現場を止めて実施する施工中の測量にかかる時
間がのべ30日から ３ 日に短縮するなど，工期短
縮が図られた。

・急峻な法面整形で必要な丁張り設置や手元作業
にかかる人員が不要になることで，現場の安全
性が向上した。

⑶  　 3次元設計データ・施工履歴データの活用に
よる効果

・擦り付け計画や断面変化点を ３ 次元設計データ
で事前に確認できるため，計画の精度の向上や
情報共有不足によるリスクが防げた。

・ICT建機（MCバックホウ）により掘削土量を
リアルタイムで把握できるため，日々の進捗管

理が容易となり，現場の出来形情報を全員が共
有することで工程管理が充実した。
この他，ICT建機により施工効率・施工精度の

向上が図られる点については，情報化施工として
施策を進めてきた頃より明らかではあったが，
ICT活用工事においても同様の感想が多く得られ
たところである。

4.　ICT土工を進める上での課題

ICT土工が進むにつれ，いくつかの問題点が明
らかになっている。代表的なものを以下に列挙し
たい。

⑴  　ドローンの計測規定が厳しすぎて出来形管理
が効率化しない
出来形管理にドローンを利用する場合，「空中

写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領
（H28国土交通省）」の規定に従うこととなるが，
この中の計測プロセスの規定のうち，連続撮影に
おける前後の写真の重なり具合を規定するラップ
率（図－ 1）と，撮影した写真の １ 画素あたりの
被写体寸法を示す地上画素寸法（図－ 2）につい
ては，表－ 2のとおり定めている。

ところが，ラップ率の規定はUAVの飛行速度
に影響し，また地上画素寸法についてはセンサー
サイズの大きな機材を用いることで対応できるも
のの，センサーサイズの小さい機材では望遠や高
度を下げることにより対応することとなり，写真
１ 枚に写せる範囲が狭くなることから，やはり飛
行速度を下げざるを得なくなる。

筆者の試算では，ラップ率90％であれば １
m/s，80％であれば ２ m/s程度の飛行速度とな
り，延長100m程度の標準的な道路工事（所要の
撮影に ２ 往復を要する程度の幅員）での飛行時間
は，ラップ率90％で ８ 分，80％で ４ 分を要する。
撮影範囲が広くなればなるほど，倍半分の差は看
過できないものとなると思われる。
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⑵  　護岸等構造物と同時施工する場合に対応でき
ない
ドローンにせよ，レーザースキャナにせよ，一

度に広範囲の測定ができることが利点である。と
ころが，実際の土工工事においては構造物の施工
が直後に続くため，土工の出来形計測は，そのタ

イミングを逸しないように，構造物の施工に入る
都度，断続的に行われるのが常である。したがっ
て，小ロットの計測にならざるを得ず（図－ 3），
ドローン等の計測では効率化しない。

図－ 1　ラップ率のイメージ

図－ 2　地上画素寸法のイメージ

表－ 2　出来形管理要領における規定

出来形計測
（参考）UAV公共測量マニュアル

数量計測 部分払い数量計測

要求精度 ±50mm ±100mm ±200mm

ラップ率（進行方向） 90％ 90％ 90％

地上画素寸法 1 cm 2 cm 3 cm
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⑶  　積算区分別の数量算出ができない／ 3次元図
面の納品が省略できない
ICT土工で利用する出来形管理要領と数量算出

要領では面的な数量算出が認められている。起工
測量結果と， ３ 次元設計データ（完成モデル）と
の標高差，あるいは岩区分の境界モデルと ３ 次元
設計データ等との標高差から土量を算出すること
になるが，それ以外にも起工測量結果から ５ mを
境に片切掘削とオープンカットの積算区分の境界
モデル等が必要になり（図－ 4），精算土量の算

出は意外と難しく，対応しているソフトウェアも
限られている状況である。また，対応しているソ
フトウェアに発注者が対応していないことから，
面的な算出を精算土量とすることは実態として困
難である。

さらに，側溝等の付属構造物は ２ 次元図面での
管理に依らざるを得ないことから，土工との相互
位置関係を示す必要から，側溝がある部分の ２ 次
元図面は土工を含めて省略できない。当初の ２ 次
元図面をそのまま添付し，出来形図として構造物

図－ 4　積算区分別の数量算出のイメージ

・土砂
・岩

・土砂
・岩

・土砂
・岩

・土砂
・岩

図－ 3　護岸ブロック等構造物との同時施工時の出来形管理のイメージ
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の寸法のみ実寸に見え消しするだけであればまだ
しも， ３ 次元設計データから ２ 次元に戻した土工
部分の横断図を差し替えるといったことが行われ
るなら， ２ 次元図面作成の手間は，従来とほとん
ど変わらないことになる。

5.　ICT施工普及促進に関する
重点プログラムについて

これらの課題を計画的に解決するために，国土
交通省ではICT導入協議会を開催し，ICT施工普
及促進に関する重点プログラムを提唱した（表－
3 ）。 詳 細 は（ http://www.mlit.go.jp/common/ 
001151895.pdf）を参照していただきたいが，4. 
で列挙した課題に対応する部分を中心に紹介した
い。

⑴  　ICT活用工事に関連する基準類のフォローア
ップ
ICT施工に関連する基準類については不断の見

直しを行う所存であり，検証作業を随時実施し，
バックデータが整えば必要な改訂を行う。一部抜
粋すると，
②　出来形管理要領の検証

空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管
理要領のラップ率の規定を中心に，記述される規
定について計測精度との関係性を調査し，緩和の
可能性を検証の上で，必要に応じて改訂を検討す
る。
③　 ２ 次元図面と混在する状況での完成図書の規

定の整理
測点毎の横断図については， ３ 次元出来形管理

を実施する以上は実測寸法を入れることができな
いことから，数量算出の根拠となりえないことも
あり，納品を省略することは可能と考える。しか
し，実態として積算区分線や，ほかの構造物との

表－ 3　ICT施工普及促進に関する重点プログラム（目次）
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位置関係を示すうえで，これら情報をほかの手段
で補完できない限り省略は困難と考えられる。ま
た，各地方整備局の運用としては，変更図面とし
て横断図に着色で施工範囲を表すこととなってお
り，変更図面としての情報を保持しなければ， ２
次元図面を省略できない。そこで，レイヤーごと
の属性表記をルール化する等により，それらの必
要な情報を ３ 次元設計データに持たせるといった
運用ルールを検討する。

⑵  　新たに普及を推進する技術・工種に関する目
標
ICT施工を土工に限っていることにより，全体

的な効率化の阻害要因となっていることは否めな
いので，少なくとも周辺工種については，ICT土
工と一連の機材をもって対応できるような環境を
整備する必要がある。必要な検証を実施の上で，
改訂や新たな要領化を検討する。
⑦　UAV，TLS以外の測定方法の検討・整備

技術の進歩により，UAV，TLS以外の機材に

ついても現場導入を進める必要が生じると考えら
れることから，計測精度等の調査をした上で，出
来形管理要領等を順次整備する。
⑧　土工周辺構造物への拡大検討

護岸工や舗装工といった土工と連続的に行われ
る工種については，ICT土工と一連の機材をもっ
て対応できるように，事前測量及び出来形管理へ
の面的管理手法の導入を検討する。

6.　おわりに

i-Construction報告書にも記載のとおり，「キ
セイ」の打破と継続的な「カイゼン」に取り組む
所存であり，年度末までにいくつかの課題解消に
繋げるべく準備を進めている。今後とも出来るだ
け多くの工事件数を重ね，課題を明らかにする必
要がある。この意味においても，多くの施工業者
の方々にICT活用工事にチャレンジしていただき
たいと考える。
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